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承第２号

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、平成３

１年３月２７日別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報

告し、承認を求める。 

 令和元年６月４日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 
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平成３０年度美濃加茂市一般会計補正予算（第１１号） 

平成３０年度美濃加茂市の一般会計補正予算（第１１号）は、次に定めるところ

による。 

（繰越明許費の補正） 

第１条 繰越明許費の追加は、「第１表 繰越明許費補正」による。 
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第 １ 表

（追加）

千円

2 総務費 1 総務管理費 市庁舎等施設管理・改修事業 6,424

3 民生費 2 児童福祉費 公立保育園施設管理運営事業 2,376

5 農林業費 1 農業費 農業用施設事業 3,463

6 商工費 1 商工費 中小企業支援事業 3,400

7 土木費 2 道路橋りょう費 一般道路改修事業 26,559

道路施設補修点検事業 9,396

橋りょう補修事業 58,935

3 河川費 加茂川総合内水対策事業 39,635

4 都市計画費 建築物耐震化促進事業 3,512

美濃加茂市西部地区整備事業 129,299

都市計画事務 22,480

都市公園管理事務 4,153

繰　　越　　明　　許　　費　　補　　正

款 項 事　　　　　　業　　　　　　名 金　　　　額
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9 教育費 5 社会教育費
加茂野交流センター施設維持
管理事業

2,700

6 保健体育費 牧野ふれあい広場整備事業 7,874

前平・東総合運動場事業 84,749
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承第３号

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、平成３

１年３月２７日別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報

告し、承認を求める。 

  令和元年６月４日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 
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平成３０年度美濃加茂市介護保険会計補正予算（第４号） 

平成３０年度美濃加茂市の介護保険会計補正予算（第４号）は、次の定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正）

第１条 保険事業勘定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３９７千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４，２３７，８６８千円とする。 

２ 介護サービス事業勘定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２１０千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７３９千円とする。 

３ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正（保険事業勘定）」及び「第２表 

歳入歳出予算補正（介護サービス事業勘定）」による。 
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承第４号 

   専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、平成３

１年３月２９日次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告

し、承認を求める。 

  令和元年６月４日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

美濃加茂市税条例等の一部を改正する条例について 

美濃加茂市税条例等の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

記 

   美濃加茂市税条例等の一部を改正する条例 

（美濃加茂市税条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市税条例（昭和２９年美濃加茂市条例第１９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正後 改正前 

（寄附金税額控除） （寄附金税額控除） 

第２６条の８ 所得割の納税義務者が、前年

中に法第３１４条の７第１項第１号及び第

２号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金

若しくは金銭を支出した場合には、同項に

規定するところにより控除すべき額（当該

納税義務者が前年中に同条第２項に規定す

る特例控除対象寄附金を支出した場合にあ

つては、当該控除すべき金額に特例控除額

を加算した金額。以下この項において「控

除額」という。）をその者の第２６条の４

及び前条の規定を適用した場合の所得割の

額から控除するものとする。この場合にお

第２６条の８ 所得割の納税義務者が、前年

中に法第３１４条の７第１項第１号及び第

２号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金

若しくは金銭を支出した場合においては、

法第３１４条の７第１項に規定するところ

により控除すべき額（当該納税義務者が前

年中に同項第１号に掲げる寄附金を支出し

た場合にあっては、当該控除すべき金額に

特例控除額を加算した金額。以下この項に

おいて「控除額」という。）をその者の第

２６条の４及び前条の規定を適用した場合

の所得割の額から控除するものとする。こ
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いて、当該控除額が当該所得割の額を超え

るときは、当該控除額は、当該所得割の額

に相当する金額とする。 

の場合において、当該控除額が当該所得割

の額を超えるときは、当該控除額は、当該

所得割の額に相当する金額とする。 

(1) （略） (1) （略） 

２ 前項の特例控除額は、法第３１４条の７

第１１項（法附則第５条の６第２項の規定

により読み替えて適用される場合を含む。）

に定めるところにより計算した金額とす

る。 

２ 前項の特例控除額は、法第３１４条の７

第２項（法附則第５条の６第２項の規定に

より読み替えて適用される場合を含む。）

に定めるところにより計算した金額とす

る。 

（日本赤十字社の所有する軽自動車等に対

する軽自動車税の非課税の範囲） 

（日本赤十字社の所有する軽自動車等に対

する軽自動車税の非課税の範囲） 

第６４条の２ 日本赤十字社が所有する軽自

動車等のうち、直接その本来の事業の用に

供するもので救急用のもののほか、次の各

号に該当するものに対しては、軽自動車税

を課さない。 

第６４条の２ 日本赤十字社が所有する軽自

動車等のうち、直接その本来の事業の用に

供するもので救急用のものに対しては、軽

自動車税を課さない。 

(1) 巡回診療又は患者の輸送の用に供する

もの 

(2) 血液事業の用に供するもの 

(3) 救護資材の運搬の用に供するもの 

(4) 前３号に掲げるものに類するもの 

附 則 附 則 

第３条の３の２ 平成２２年度から平成４５

年度までの各年度分の個人の市民税に限

り、所得割の納税義務者が前年分の所得税

につき租税特別措置法第４１条又は第４１

条の２の２の規定の適用を受けた場合（居

住年が平成１１年から平成１８年まで又は

平成２１年から平成３３年までの各年であ

る場合に限る。）において、前条第１項の

規定の適用を受けないときは、法附則第５

条の４の２第５項（同条第７項の規定によ

り読み替えて適用される場合を含む。）に

規定するところにより控除すべき額を、当

第３条の３の２ 平成２２年度から平成４３

年度までの各年度分の個人の市民税に限

り、所得割の納税義務者が前年分の所得税

につき租税特別措置法第４１条又は第４１

条の２の２の規定の適用を受けた場合（居

住年が平成１１年から平成１８年まで又は

平成２１年から平成３３年までの各年であ

る場合に限る。）において、前条第１項の

規定の適用を受けないときは、法附則第５

条の４の２第６項（同条第９項の規定によ

り読み替えて適用される場合を含む。）に

規定するところにより控除すべき額を、当
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該納税義務者の第２６条の４及び第２６条

の７の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除する。 

該納税義務者の第２６条の４及び第２６条

の７の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除する。 

 ２ 前項の規定は、次に掲げる場合に限り適

用する。 

(1) 前項の規定の適用を受けようとする年

度分の第２８条の２第１項の規定による

申告書（その提出期限後において市民税

の納税通知書が送達される時までに提出

されたもの及びその時までに提出された

第２８条の３第１項の確定申告書を含

む。）に租税特別措置法第４１条第１項

に規定する住宅借入金等特別税額控除額

の控除に関する事項の記載がある場合

（これらの申告書にその記載がないこと

についてやむを得ない理由があると市長

が認める場合を含む。） 

(2) 前号に掲げる場合のほか、前項の規定

の適用を受けようとする年度の初日の属

する年の１月１日現在において法第３１

７条の６第１項の規定によって給与支払

報告書を提出する義務がある者から給与

の支払を受けている者であつて、前年中

において給与所得以外の所得を有しなか

つたものが、前年分の所得税につき租税

特別措置法第４１条の２の２の規定の適

用を受けている場合 

２ 前項の規定の適用がある場合における第

２６条の９及び第２６条の１０第１項の規

定の適用については、第２６条の９中「前

２条」とあるのは「前２条並びに附則第３

条の３の２第１項」と、第２６条の１０第

１項中「前３条」とあるのは「前３条並び

に附則第３条の３の２第１項」とする。 

３ 第１項の規定の適用がある場合における

第２６条の９及び第２６条の１０第１項の

規定の適用については、第２６条の９中「前

２条」とあるのは「前２条並びに附則第３

条の３の２第１項」と、第２６条の１０第

１項中「前３条」とあるのは「前３条並び

に附則第３条の３の２第１項」とする。 

（寄附金税額控除における特例控除額の特

例） 

（寄附金税額控除における特例控除額の特

例） 
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第３条の４ 第２６条の８の規定の適用を受

ける市民税の所得割の納税義務者が、法第

３１４条の７第１１項第２号若しくは第３

号に掲げる場合に該当する場合又は第２６

条の４第２項に規定する課税総所得金額、

課税退職所得金額及び課税山林所得金額を

有しない場合であつて、当該納税義務者の

前年中の所得について、附則第１５条の２

第１項、附則第１６条第１項、附則第１７

条第１項、附則第１９条第１項、附則第２

０条第１項、附則第２０条の２第１項又は

附則第２１条第１項の規定の適用を受ける

ときは、第２６条の８第２項に規定する特

例控除額は、同項の規定にかかわらず、法

附則第５条の５第２項（法附則第５条の６

第２項の規定により読み替えて適用される

場合を含む。）に定めるところにより計算

した金額とする。 

第３条の４ 第２６条の８の規定の適用を受

ける市民税の所得割の納税義務者が、法第

３１４条の７第２項第２号若しくは第３号

に掲げる場合に該当する場合又は第２６条

の４第２項に規定する課税総所得金額、課

税退職所得金額及び課税山林所得金額を有

しない場合であって、当該納税義務者の前

年中の所得について、附則第１５条の２第

１項、附則第１６条第１項、附則第１７条

第１項、附則第１９条第１項、附則第２０

条第１項、附則第２０条の２第１項又は附

則第２１条第１項の規定の適用を受けると

きは、第２６条の８第２項に規定する特例

控除額は、同項の規定にかかわらず、法附

則第５条の５第２項（法附則第５条の６第

２項の規定により読み替えて適用される場

合を含む。）に定めるところにより計算し

た金額とする。 

（個人の市民税の寄附金税額控除に係る申

告の特例等） 

（個人の市民税の寄附金控除額に係る申告

の特例等） 

第５条 法附則第７条第８項に規定する申告

特例対象寄附者（次項において「申告特例

対象寄附者」という。）は、当分の間、第

２６条の８第１項及び第２項の規定により

控除すべき金額の控除を受けようとする場

合には、第２８条の２第４項の規定による

申告書の提出（第２８条の３の規定により

当該申告書が提出されたものとみなされる

所得税法第２条第１項第３７号に規定する

確定申告書の提出を含む。）に代えて、法

第３１４条の７第２項に規定する特例控除

対象寄附金（以下この項及び次条において

「特例控除対象寄附金」という。）を支出

する際、法附則第７条第８項から第１０項

までに規定するところにより、特例控除対

象寄附金を受領する都道府県の知事又は市

第５条 法附則第７条第８項に規定する申告

特例対象寄附者（次項において「申告特例

対象寄附者」という。）は、当分の間、第

２６条の８第１項及び第２項の規定によっ

て控除すべき金額の控除を受けようとする

場合には、第２８条の２第４項の規定によ

る申告書の提出（第２８条の３の規定によ

り当該申告書が提出されたものとみなされ

る所得税法第２条第１項第３７号に規定す

る確定申告書の提出を含む。）に代えて、

法第３１４条の７第１項第１号に掲げる寄

附金（以下この項及び次条において「地方

団体に対する寄附金」という。）を支出す

る際、法附則第７条第８項から第１０項ま

でに規定するところにより、地方団体に対

する寄附金を受領する地方団体の長に対
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町村若しくは特別区の長（次項及び第３項

において「都道府県知事等」という。）に

対し、同条第８項に規定する申告特例通知

書（以下この条において「申告特例通知書」

という。）を送付することを求めることが

できる。 

し、同条第８項に規定する申告特例通知書

（以下この条において「申告特例通知書」

という。）を送付することを求めることが

できる。 

２ 前項の規定による申告特例通知書の送付

の求め（以下この条において「申告特例の

求め」という。）を行つた申告特例対象寄

附者は、当該申告特例の求めを行つた日か

ら賦課期日までの間に法附則第７条第１０

項第１号に掲げる事項に変更があつたとき

は、同条第９項に規定する申告特例対象年

（次項において「申告特例対象年」という。）

の翌年の１月１０日までに、当該申告特例

の求めを行つた都道府県知事等に対し、施

行規則で定めるところにより、当該変更が

あつた事項その他施行規則で定める事項を

届け出なければならない。 

２ 前項の規定による申告特例通知書の送付

の求め（以下この条において「申告特例の

求め」という。）を行った申告特例対象寄

附者は、当該申告特例の求めを行った日か

ら賦課期日までの間に法附則第７条第１０

項第１号に掲げる事項に変更があったとき

は、同条第９項に規定する申告特例対象年

（次項において「申告特例対象年」という。）

の翌年の１月１０日までに、当該申告特例

の求めを行った地方団体の長に対し、施行

規則で定めるところにより、当該変更があ

った事項その他施行規則で定める事項を届

け出なければならない。 

３ 申告特例の求めを受けた都道府県知事等

は、申告特例対象年の翌年の１月３１日ま

でに、法附則第７条第１０項の規定により

申請者に記載された当該申告特例の求めを

行つた者の住所（同条第１１項の規定によ

り住所の変更の届出があつたときは、当該

変更後の住所）の所在地の市町村長に対し、

施行規則で定めるところにより、申告特例

通知書を送付しなければならない。 

３ 申告特例の求めを受けた地方団体の長

は、申告特例対象年の翌年の１月３１日ま

でに、法附則第７条第１０項の規定により

申請者に記載された当該申告特例の求めを

行った者の住所（同条第１１項の規定によ

り住所の変更の届出があったときは、当該

変更後の住所）の所在地の市町村長に対し、

施行規則で定めるところにより、申告特例

通知書を送付しなければならない。 

４ （略） ４ （略） 

第５条の２ 当分の間、所得割の納税義務者

が前年中に特例控除対象寄附金を支出し、

かつ、当該納税義務者について前条第３項

の規定による申告特例通知書の送付があつ

た場合（法附則第７条第１３項の規定によ

りなかつたものとみなされる場合を除く。）

には、法附則第７条の２第４項に規定する

第５条の２ 当分の間、所得割の納税義務者

が前年中に地方団体に対する寄附金を支出

し、かつ、当該納税義務者について前条第

３項の規定による申告特例通知書の送付が

あった場合（法附則第７条第１３項の規定

によりなかったものとみなされる場合を除

く。）においては、法附則第７条の２第４
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ところにより控除すべき額を、第２６条の

８第１項及び第２項の規定を適用した場合

の所得割の額から控除するものとする。 

項に規定するところにより控除すべき額

を、第２６条の８第１項及び第２項の規定

を適用した場合の所得割の額から控除する

ものとする。 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で

定める割合） 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で

定める割合） 

第６条の２ （略） 第６条の２ （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 法附則第１５条第３３項第１号イに規定

する設備について同号に規定する市の条例

で定める割合は、３分の２とする。 

４ 法附則第１５条第３２項第１号イに規定

する設備について同号に規定する市の条例

で定める割合は、３分の２とする。 

５ 法附則第１５条第３３項第１号ロに規定

する設備について同号に規定する市の条例

で定める割合は、３分の２とする。 

５ 法附則第１５条第３２項第１号ロに規定

する設備について同号に規定する市の条例

で定める割合は、３分の２とする。 

６ 法附則第１５条第３３項第１号ハに規定

する設備について同号に規定する市の条例

で定める割合は、３分の２とする。 

６ 法附則第１５条第３２項第１号ハに規定

する設備について同号に規定する市の条例

で定める割合は、３分の２とする。 

７ 法附則第１５条第３３項第１号ニに規定

する設備について同号に規定する市の条例

で定める割合は、３分の２とする。 

７ 法附則第１５条第３２項第１号ニに規定

する設備について同号に規定する市の条例

で定める割合は、３分の２とする。 

８ 法附則第１５条第３３項第１号ホに規定

する設備について同号に規定する市の条例

で定める割合は、３分の２とする。 

８ 法附則第１５条第３２項第１号ホに規定

する設備について同号に規定する市の条例

で定める割合は、３分の２とする。 

９ 法附則第１５条第３３項第２号イに規定

する設備について同号に規定する市の条例

で定める割合は、４分の３とする。 

９ 法附則第１５条第３２項第２号イに規定

する設備について同号に規定する市の条例

で定める割合は、４分の３とする。 

１０ 法附則第１５条第３３項第２号ロに規

定する設備について同号に規定する市の条

例で定める割合は、４分の３とする。 

１０ 法附則第１５条第３２項第２号ロに規

定する設備について同号に規定する市の条

例で定める割合は、４分の３とする。 

１１ 法附則第１５条第３３項第３号イに規

定する設備について同号に規定する市の条

例で定める割合は、２分の１とする。 

１１ 法附則第１５条第３２項第３号イに規

定する設備について同号に規定する市の条

例で定める割合は、２分の１とする。 

１２ 法附則第１５条第３３項第３号ロに規

定する設備について同号に規定する市の条

１２ 法附則第１５条第３２項第３号ロに規

定する設備について同号に規定する市の条
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例で定める割合は、２分の１とする。 例で定める割合は、２分の１とする。 

１３ 法附則第１５条第３３項第３号ハに規

定する設備について同号に規定する市の条

例で定める割合は、２分の１とする。 

１３ 法附則第１５条第３２項第３号ハに規

定する設備について同号に規定する市の条

例で定める割合は、２分の１とする。 

１４ 法附則第１５条第３８項に規定する市

の条例で定める割合は、３分の２とする。 

１４ 法附則第１５条第３７項に規定する市

の条例で定める割合は、３分の２とする。 

１５ 法附則第１５条第４４項に規定する市

の条例で定める割合は、３分の１とする。 

１５ 法附則第１５条第４３項に規定する市

の条例で定める割合は、３分の１とする。 

１６ 法附則第１５条第４５項に規定する市

の条例で定める割合は、３分の２とする。 

１６ 法附則第１５条第４４項に規定する市

の条例で定める割合は、３分の２とする。 

１７・１８ （略） １７・１８ （略） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき申

告） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき申

告） 

第６条の３ （略） 第６条の３ （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

６ 法附則第１５条の９第１項の耐震基準適

合住宅について、同項の規定の適用を受け

ようとする者は、当該耐震基準適合住宅に

係る耐震改修が完了した日から３月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に当

該耐震改修に要した費用を証する書類及び

当該耐震改修後の家屋が令附則第１２条第

１９項に規定する基準を満たすことを証す

る書類を添付して市長に提出しなければな

らない。 

６ 法附則第１５条の９第１項の耐震基準適

合住宅について、同項の規定の適用を受け

ようとする者は、当該耐震基準適合住宅に

係る耐震改修が完了した日から３月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に当

該耐震改修に要した費用を証する書類及び

当該耐震改修後の家屋が令附則第１２条第

１７項に規定する基準を満たすことを証す

る書類を添付して市長に提出しなければな

らない。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

７ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居

住改修住宅又は同条第５項の高齢者等居住

改修専有部分について、これらの規定の適

用を受けようとする者は、同条第４項に規

定する居住安全改修工事が完了した日から

３月以内に、次に掲げる事項を記載した申

告書に施行規則附則第７条第８項各号に掲

７ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居

住改修住宅又は同条第５項の高齢者等居住

改修専有部分について、これらの規定の適

用を受けようとする者は、同条第４項に規

定する居住安全改修工事が完了した日から

３月以内に、次に掲げる事項を記載した申

告書に施行規則附則第７条第８項各号に掲
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げる書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。 

げる書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 令附則第１２条第２３項に掲げる者に

該当する者の住所、氏名及び当該者が同

項各号のいずれに該当するかの別 

(4) 令附則第１２条第２１項に掲げる者に

該当する者の住所、氏名及び当該者が同

項各号のいずれに該当するかの別 

(5) （略） (5) （略） 

(6) 居住安全改修工事に要した費用並びに

令附則第１２条第２４項に規定する補助

金等、居宅介護住宅改修費及び介護予防

住宅改修費 

(6) 居住安全改修工事に要した費用並びに

令附則第１２条第２２項に規定する補助

金等、居宅介護住宅改修費及び介護予防

住宅改修費 

(7) （略） (7) （略） 

８ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止

改修住宅又は同条第１０項の熱損失防止改

修専有部分について、これらの規定の適用

を受けようとする者は、同条第９項に規定

する熱損失防止改修工事が完了した日から

３月以内に、次に掲げる事項を記載した申

告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲

げる書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。 

８ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止

改修住宅又は同条第１０項の熱損失防止改

修専有部分について、これらの規定の適用

を受けようとする者は、同条第９項に規定

する熱損失防止改修工事が完了した日から

３月以内に、次に掲げる事項を記載した申

告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲

げる書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 熱損失防止改修工事に要した費用及び

令附則第１２条第３１項に規定する補助

金等 

(5) 熱損失防止改修工事に要した費用及び

令附則第１２条第２９項に規定する補助

金等 

(6) （略） (6) （略） 

９ （略） ９ （略） 

１０ 法附則第１５条の９の２第４項に規定

する特定熱損失防止改修住宅又は同条第５

項に規定する特定熱損失防止改修住宅専有

部分について、これらの規定の適用を受け

ようとする者は、法附則第１５条の９第９

項に規定する熱損失防止改修工事が完了し

た日から３月以内に、次に掲げる事項を記

１０ 法附則第１５条の９の２第４項に規定

する特定熱損失防止改修住宅又は同条第５

項に規定する特定熱損失防止改修住宅専有

部分について、これらの規定の適用を受け

ようとする者は、法附則第１５条の９第９

項に規定する熱損失防止改修工事が完了し

た日から３月以内に、次に掲げる事項を記
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載した申告書に施行規則附則第７条第１１

項各号に掲げる書類を添付して市長に提出

しなければならない。 

載した申告書に施行規則附則第７条第１１

項各号に掲げる書類を添付して市長に提出

しなければならない。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 熱損失防止改修工事に要した費用及

び令附則第１２条第３１項に規定する補

助金等 

(5) 熱損失防止改修工事に要した費用及

び令附則第１２条第２９項に規定する補

助金等 

(6) （略） (6) （略） 

１１ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基

準適合家屋について、同項の規定の適用を

受けようとする者は、当該耐震基準適合家

屋に係る耐震改修が完了した日から３月以

内に、次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第７条第１３項に規定する補

助に係る補助金確定通知書の写し、建築物

の耐震改修の促進に関する法律（平成７年

法律第１２３号）第７条又は附則第３条第

１項の規定による報告の写し及び当該耐震

改修後の家屋が令附則第１２条第１９項に

規定する基準を満たすことを証する書類を

添付して市長に提出しなければならない。 

１１ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基

準適合家屋について、同項の規定の適用を

受けようとする者は、当該耐震基準適合家

屋に係る耐震改修が完了した日から３月以

内に、次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第７条第１３項に規定する補

助に係る補助金確定通知書の写し、建築物

の耐震改修の促進に関する法律（平成７年

法律第１２３号）第７条又は附則第３条第

１項の規定による報告の写し及び当該耐震

改修後の家屋が令附則第１２条第１７項に

規定する基準を満たすことを証する書類を

添付して市長に提出しなければならない。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

１２ （略） １２ （略） 

（軽自動車税の税率の特例） （軽自動車税の税率の特例） 

第１３条 平成１８年３月３１日までに初め

て道路運送車両法第６０条第１項後段の規

定による車両番号の指定（次項から第４項

までにおいて「初回車両番号指定」という。）

を受けた法附則第３０条第１項に規定する

３輪以上の軽自動車に対する平成３１年度

分の軽自動車税に係る第６６条の規定の適

用については、次の表の左欄に掲げる同条

の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第１３条 法附則第３０条第１項に規定する

三輪以上の軽自動車に対する当該軽自動車

が初めて道路運送車両法第６０条第１項後

段の規定による車両番号の指定（以下この

条において「初回車両番号指定」という。）

を受けた月から起算して１４年を経過した

月の属する年度以後の年度分の軽自動車税

に係る第６６条の規定の適用については、

当分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 
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（略） （略） 

 ２ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号

に掲げる三輪以上の軽自動車に対する第６

６条の規定の適用については、当該軽自動

車が平成２８年４月１日から平成２９年３

月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には、平成２９年度分の軽自動車

税に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号イ ３，９００円 １，０００円

６，９００円 １，８００円

１０，８００円 ２，７００円

３，８００円 １，０００円

５，０００円 １，３００円

 ３ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号

に掲げる三輪以上の軽自動車（ガソリンを

内燃機関の燃料として用いるものに限る。

以下この条（第５項を除く。）において同

じ。）に対する第６６条の規定の適用につ

いては、当該軽自動車が平成２８年４月１

日から平成２９年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には、平成２

９年度分の軽自動車税に限り、次の表の左

欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

第２号イ ３，９００円 ２，０００円

６，９００円 ３，５００円

１０，８００円 ５，４００円

３，８００円 １，９００円

５，０００円 ２，５００円

 ４ 法附則第３０条第５項第１号及び第２号

- 37 -



に掲げる三輪以上の軽自動車（前項の規定

の適用を受けるものを除く。）に対する第

６６条の規定の適用については、当該軽自

動車が平成２８年４月１日から平成２９年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には、平成２９年度分の軽自動

車税に限り、次の表の左欄に掲げる同条の

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号イ ３，９００円 ３，０００円

６，９００円 ５，２００円

１０，８００円 ８，１００円

３，８００円 ２，９００円

５，０００円 ３，８００円

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号

に掲げる３輪以上の軽自動車に対する第６

６条の規定の適用については、当該軽自動

車が平成２９年４月１日から平成３０年３

月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には平成３０年度分の軽自動車税

に限り、当該軽自動車が平成３０年４月１

日から平成３１年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には平成３１

年度分の軽自動車税に限り、次の表の左欄

に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 

５ 法附則第３０条第６項第１号及び第２号

に掲げる三輪以上の軽自動車に対する第６

６条の規定の適用については、当該軽自動

車が平成２９年４月１日から平成３０年３

月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には平成３０年度分の軽自動車税

に限り、当該軽自動車が平成３０年４月１

日から平成３１年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には平成３１

年度分の軽自動車税に限り、第２項の表の

左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 

第２号イ ３，９００円 １，０００円 

６，９００円 １，８００円 

１０，８００円 ２，７００円 

３，８００円 １，０００円 

５，０００円 １，３００円 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号

に掲げる３輪以上の軽自動車（ガソリンを

６ 法附則第３０条第７項第１号及び第２号

に掲げる三輪以上の軽自動車に対する第６
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内燃機関の燃料として用いるものに限る。

以下この項及び次項において同じ。）に対

する第６６条の規定の適用については、当

該軽自動車が平成２９年４月１日から平成

３０年３月３１日までの間に初回車両番号

指定を受けた場合には平成３０年度分の軽

自動車税に限り、当該軽自動車が平成３０

年４月１日から平成３１年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には

平成３１年度分の軽自動車税に限り、次の

表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。 

６条の規定の適用については、当該軽自動

車が平成２９年４月１日から平成３０年３

月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には平成３０年度分の軽自動車税

に限り、当該軽自動車が平成３０年４月１

日から平成３１年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には平成３１

年度分の軽自動車税に限り、第３項の表の

左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 

第２号イ ３，９００円 ２，０００円

 ６，９００円 ３，５００円

 １０，８００円 ５，４００円

 ３，８００円 １，９００円

 ５，０００円 ２，５００円

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号

に掲げる３輪以上の軽自動車（前項の規定

の適用を受けるものを除く。）に対する第

６６条の規定の適用については、当該軽自

動車が平成２９年４月１日から平成３０年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には平成３０年度分の軽自動車

税に限り、当該軽自動車が平成３０年４月

１日から平成３１年３月３１日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には平成３

１年度分の軽自動車税に限り、次の表の左

欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

７ 法附則第３０条第８項第１号及び第２号

に掲げる三輪以上の軽自動車（前項の規定

の適用を受けるものを除く。）に対する第

６６条の規定の適用については、当該軽自

動車が平成２９年４月１日から平成３０年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には平成３０年度分の軽自動車

税に限り、当該軽自動車が平成３０年４月

１日から平成３１年３月３１日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には平成３

１年度分の軽自動車税に限り、第４項の表

の右欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の左欄に掲げ

る字句とする。 

第２号イ ３，９００円 ３，０００円 

 ６，９００円 ５，２００円 

 １０，８００円 ８，１００円 
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 ３，８００円 ２，９００円 

 ５，０００円 ３，８００円 

（軽自動車税の賦課徴収の特例） （軽自動車税の賦課徴収の特例） 

第１４条 市長は、軽自動車税の賦課徴収に

関し、３輪以上の軽自動車が前条第２項か

ら第４項までの規定の適用を受ける３輪以

上の軽自動車に該当するかどうかの判断を

するときは、国土交通大臣の認定等（法附

則第３０条の２第１項に規定する国土交通

大臣の認定等をいう。次項において同じ。）

に基づき当該判断をするものとする。 

第１４条 市長は、軽自動車税の賦課徴収に

関し、三輪以上の軽自動車が前条第２項か

ら第７項までの規定の適用を受ける三輪以

上の軽自動車に該当するかどうかの判断を

するときは、国土交通大臣の認定等（法附

則第３０条の２第１項に規定する国土交通

大臣の認定等をいう。次項において同じ。）

に基づき当該判断をするものとする。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

（東日本大震災に係る固定資産税の特例の

適用を受けようとする者がすべき申告等） 

（東日本大震災に係る固定資産税の特例の

適用を受けようとする者がすべき申告等） 

第２３条 （略） 第２３条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 法附則第５６条第４項に規定する特定被

災共用土地（以下この項において「特定被

災共用土地」という。）に係る固定資産税

額の按分の申出は、同項に規定する特定被

災共用土地納税義務者（以下この項におい

て「特定被災共用土地納税義務者」という。）

の代表者が毎年１月３１日までに次に掲げ

る事項を記載した申出書を市長に提出して

行わなければならない。 

３ 法附則第５６条第４項に規定する特定被

災共用土地（以下この項において「特定被

災共用土地」という。）に係る固定資産税

額の按分の申出は、同項に規定する特定被

災共用土地納税義務者（以下この項におい

て「特定被災共用土地納税義務者」という。）

の代表者が毎年１月３１日までに次の各号

に掲げる事項を記載した申出書を市長に提

出して行わなければならない。 

(1) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人

番号又は法人番号（個人番号又は法人番

号を有しない者にあつては、住所及び氏

名又は名称） 

(1) 代表者の住所及び氏名 

(2)～(5) （略） (2)～(5) （略） 

４ 法附則第５６条第９項の規定により特定

被災共用土地とみなされた特定仮換地等

（以下この項において「特定仮換地等」と

いう。）に係る固定資産税額の按分の申出

４ 法附則第５６条第９項の規定により特定

被災共用土地とみなされた仮換地等に係る

固定資産税額の按分の申出については、前

項中「特定被災共用土地納税義務者」とあ
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については、前項中「特定被災共用土地納

税義務者」とあるのは「特定仮換地等納税

義務者」と、「特定被災共用土地の」とあ

るのは「特定仮換地等の」と、「特定被災

共用土地に」とあるのは「特定仮換地等に

対応する従前の土地である特定被災共用土

地に」とする。 

るのは「仮換地等納税義務者」と、「特定

被災共用土地の」とあるのは「法附則第５

６条第９項の規定により特定被災共用土地

とみなされた仮換地等（以下この項におい

て「仮換地等」という。）の」と、「特定

被災共用土地に」とあるのは「仮換地等に

対応する従前の土地である特定被災共用土

地に」とする。 

第２条 美濃加茂市税条例の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（市民税の申告） （市民税の申告） 

第２８条の２ （略） 第２８条の２ （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 第１項又は第４項の場合において、前年

において支払を受けた給与で所得税法第１

９０条の規定の適用を受けたものを有する

者で市内に住所を有するものが、第１項の

申告書を提出するときは、法第３１７条の

２第１項各号に掲げる事項のうち施行規則

で定めるものについては、施行規則で定め

る記載によることができる。 

６～８ （略） ５～７ （略） 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親

族等申告書） 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親

族申告書） 

第２８条の３の２ 所得税法第１９４条第１

項の規定により同項に規定する申告書を提

出しなければならない者（以下この条にお

いて「給与所得者」という。）で市内に住

所を有するものは、当該申告書の提出の際

に経由すべき同項に規定する給与等の支払

者（以下この条において「給与支払者」と

いう。）から毎年最初に給与の支払を受け

る日の前日までに、施行規則で定めるとこ

ろにより、次に掲げる事項を記載した申告

書を、当該給与支払者を経由して市長に提

第２８条の３の２ 所得税法第１９４条第１

項の規定により同項に規定する申告書を提

出しなければならない者（以下この条にお

いて「給与所得者」という。）で市内に住

所を有するものは、当該申告書の提出の際

に経由すべき同項の給与等の支払者（以下

この条において「給与支払者」という。）

から毎年最初に給与の支払を受ける日の前

日までに、施行規則で定めるところにより、

次に掲げる事項を記載した申告書を、当該

給与支払者を経由して市長に提出しなけれ
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出しなければならない。 ばならない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 当該給与所得者が単身児童扶養者に該

当する場合には、その旨 

(4) （略） (3) （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の

扶養親族等申告書） 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の

扶養親族申告書） 

第２８条の３の３ 所得税法第２０３条の６

第１項の規定により同項に規定する申告書

を提出しなければならない者又は法の施行

地において同項に規定する公的年金等（所

得税法第２０３条の７の規定の適用を受け

るものを除く。以下この項において「公的

年金等」という。）の支払を受ける者であ

つて、扶養親族（控除対象扶養親族を除く。）

を有する者若しくは単身児童扶養者である

者（以下この条において「公的年金等受給

者」という。）で市内に住所を有するもの

は、当該申請書の提出の際に経由すべき所

得税法第２０３条の６第１項に規定する公

的年金等の支払者（以下この条において「公

的年金等支払者」という。）から毎年最初

に公的年金等の支払を受ける日の前日まで

に、施行規則で定めるところにより、次に

掲げる事項を記載した申告書を、当該公的

年金等支払者を経由して市長に提出しなけ

ればならない。 

第２８条の３の３ 所得税法第２０３条の５

第１項の規定により同項に規定する申告書

を提出しなければならない者（以下この条

において「公的年金等受給者」という。）

で市内に住所を有するものは、当該申請書

の提出の際に経由すべき同項の公的年金等

の支払者（以下この条において「公的年金

等支払者」という。）から毎年最初に同項

に規定する公的年金等の支払を受ける日の

前日までに、施行規則で定めるところによ

り、次に掲げる事項を記載した申告書を、

当該公的年金等支払者を経由して市長に提

出しなければならない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 当該公的年金等受給者が単身児童扶養

者に該当する場合には、その旨 

(4) （略） (3) （略） 

２ 前項又は法第３１７条の３の３第１項の

規定による申告書を公的年金等支払者を経

２ 前項又は法第３１７条の３の３第１項の

規定による申告書を公的年金等支払者を経
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由して提出する場合において、当該申告書

に記載すべき事項がその年の前年において

当該公的年金等支払者を経由して提出した

前項又は法第３１７条の３の３第１項の規

定による申告書に記載した事項と異動がな

いときは、公的年金等受給者は、当該公的

年金等支払者が所得税法第２０３条の６第

２項に規定する国税庁長官の承認を受けて

いる場合に限り、施行規則で定めるところ

により、前項又は法第３１７条の３の３第

１項の規定により記載すべき事項に代えて

当該異動がない旨を記載した前項又は法第

３１７条の３の３第１項の規定による申告

書を提出することができる。 

由して提出する場合において、当該申告書

に記載すべき事項がその年の前年において

当該公的年金等支払者を経由して提出した

前項又は法第３１７条の３の３第１項の規

定による申告書に記載した事項と異動がな

いときは、公的年金等受給者は、当該公的

年金等支払者が所得税法第２０３条の５第

２項に規定する国税庁長官の承認を受けて

いる場合に限り、施行規則で定めるところ

により、前項又は法第３１７条の３の３第

１項の規定により記載すべき事項に代えて

当該異動がない旨を記載した前項又は法第

３１７条の３の３第１項の規定による申告

書を提出することができる。 

３ （略） ３ （略） 

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定によ

る申告書の提出の際に経由すべき公的年金

等支払者が所得税法第２０３条の６第６項

に規定する納税地の所轄税務署長の承認を

受けている場合には、施行規則で定めると

ころにより、当該申告書の提出に代えて、

当該公的年金等支払者に対し、当該申告書

に記載すべき事項を電磁的方法により提供

することができる。 

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定によ

る申告書の提出の際に経由すべき公的年金

等支払者が所得税法第２０３条の５第５項

に規定する納税地の所轄税務署長の承認を

受けている場合には、施行規則で定めると

ころにより、当該申告書の提出に代えて、

当該公的年金等支払者に対し、当該申告書

に記載すべき事項を電磁的方法により提供

することができる。 

５ （略） ５ （略） 

（市民税に係る不申告に関する過料） （市民税に係る不申告に関する過料） 

第２８条の４ 市民税の納税義務者が第２８

条の２第１項若しくは第２項の規定により

提出すべき申告書を正当な理由がなくて提

出しなかつた場合又は同条第７項若しくは

第８項の規定により申告すべき事項につい

て正当な理由がなくて申告しなかつた場合

には、その者に対し、１０万円以下の過料

に処する。 

第２８条の４ 市民税の納税義務者が第２８

条の２第１項若しくは第２項の規定によつ

て提出すべき申告書を正当な理由がなくて

提出しなかつた場合又は同条第６項若しく

は第７項の規定によつて申告すべき事項に

ついて正当な理由がなくて申告しなかつた

場合においては、その者に対し、１０万円

以下の過料に処する。 

２・３ （略） ２・３ （略） 
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附 則 附 則 

（特別土地保有税の課税の特例） （特別土地保有税の課税の特例） 

第１２条 （略） 第１２条 （略） 

（軽自動車税の環境性能割の非課税） 

第１２条の２ 法第４５１条第１項第１号

（同条第４項において準用する場合を含

む。）に掲げる３輪以上の軽自動車（自家

用のものに限る。以下この条において同

じ。）に対しては、当該３輪以上の軽自動

車の取得が平成３１年１０月１日から平成

３２年９月３０日までの間（附則第１２条

の６第３項において「特定期間」という。）

に行われたときに限り、第６４条第１項の

規定にかかわらず、軽自動車税の環境性能

割を課さない。 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特

例） 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特

例） 

第１２条の２の２ （略） 第１２条の２ （略） 

２ 県知事は、当分の間、前項の規定により

行う軽自動車税の環境性能割の賦課徴収に

関し、３輪以上の軽自動車が法第４４６条

第１項（同条第２項において準用する場合

を含む。）又は法第４５１条第１項若しく

は第２項（これらの規定を同条第４項にお

いて準用する場合を含む。）の適用を受け

る３輪以上の軽自動車に該当するかどうか

の判断をするときは、国土交通大臣の認定

等（法附則第２９条の９第３項に規定する

国土交通大臣の認定等をいう。次項におい

て同じ。）に基づき当該判断をするものと

する。 

３ 県知事は、当分の間、第１項の規定によ

り賦課徴収を行う軽自動車税の環境性能割

につき、その納付すべき額について不足額

があることを附則第１２条の４の規定によ
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り読み替えられた第６５条の６第１項の納

期限（納期限の延長があつたときは、その

延長された納期限）後において知つた場合

において、当該事実が生じた原因が、国土

交通大臣の認定等の申請をした者が偽りそ

の他不正の手段（当該申請をした者に当該

申請に必要な情報を直接又は間接に提供し

た者の偽りその他不正の手段を含む。）に

より国土交通大臣の認定等を受けたことを

事由として国土交通大臣が当該国土交通大

臣の認定等を取り消したことによるもので

あるときは、当該申請をした者又はその一

般承継人を当該不足額に係る３輪以上の軽

自動車について法附則第２９条の１１の規

定によりその例によることとされた法第１

６１条第１項に規定する申告書を提出すべ

き当該３輪以上の軽自動車の取得者とみな

して、軽自動車税の環境性能割に関する規

定を適用する。 

４ 前項の規定の適用がある場合における納

付すべき軽自動車税の環境性能割の額は、

同項の不足額に、これに１００分の１０の

割合を乗じて計算した金額を加算した金額

とする。 

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例） （軽自動車税の環境性能割の税率の特例） 

第１２条の６ （略） 第１２条の６ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 自家用の３輪以上の軽自動車であつて乗

用のものに対する第６５条の４（第２号に

係る部分に限る。）及び前項の規定の適用

については、当該軽自動車の取得が特定期

間に行われたときに限り、これらの規定中

「１００分の２」とあるのは、「１００分

の１」とする。 

（軽自動車税の種別割の税率の特例） （軽自動車税の種別割の税率の特例） 
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第１３条 法附則第３０条第１項に規定する

３輪以上の軽自動車に対する当該軽自動車

が最初の法第４４４条第３項に規定する車

両番号の指定（次項から第４項までにおい

て「初回車両番号指定」という。）を受け

た月から起算して１４年を経過した月の属

する年度以後の年度分の軽自動車税の種別

割に係る第６６条の規定の適用について

は、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条

の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第１３条 法附則第３０条に規定する三輪以

上の軽自動車に対する当該軽自動車が最初

の法第４４４条第３項に規定する車両番号

の指定を受けた月から起算して１４年を経

過した月の属する年度以後の年度分の軽自

動車税の種別割に係る第６６条の規定の適

用については、当分の間、次の表の上欄に

掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句と

する。 

（略） （略） 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号

に掲げる３輪以上の軽自動車に対する第６

６条の規定の適用については、当該軽自動

車が平成３１年４月１日から平成３２年３

月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には平成３２年度分の軽自動車税

の種別割に限り、当該軽自動車が平成３２

年４月１日から平成３３年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には

平成３３年度分の軽自動車税の種別割に限

り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 

第２号イ

（イ） 

３，９００円 １，０００円 

第２号イ

（ウ）(a) 

６，９００円 １，８００円 

１０，８００円 ２，７００円 

第２号イ

（ウ）(b) 

３，８００円 １，０００円 

５，０００円 １，３００円 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号

に掲げる法第４４６条第１項第３号に規定

するガソリン軽自動車（以下この項及び次

項において「ガソリン軽自動車」という。）
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のうち３輪以上のものに対する第６６条の

規定の適用については、当該ガソリン軽自

動車が平成３１年４月１日から平成３２年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には平成３２年度分の軽自動車

税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車

が平成３２年４月１日から平成３３年３月

３１日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には平成３３年度分の軽自動車税の

種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条

の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号イ

（イ） 

３，９００円 ２，０００円 

第２号イ

（ウ）(a) 

６，９００円 ３，５００円 

１０，８００円 ５，４００円 

第２号イ

（ウ）(b) 

３，８００円 １，９００円 

５，０００円 ２，５００円 

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号

に掲げるガソリン軽自動車のうち３輪以上

のもの（前項の規定の適用を受けるものを

除く。）に対する第６６条の規定の適用に

ついては、当該ガソリン軽自動車が平成３

１年４月１日から平成３２年３月３１日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合に

は平成３２年度分の軽自動車税の種別割に

限り、当該ガソリン軽自動車が平成３２年

４月１日から平成３３年３月３１日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合には平

成３３年度分の軽自動車税の種別割に限

り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 

第２号イ

（イ） 

３，９００円 ３，０００円 
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第２号イ

（ウ）(a) 

６，９００円 ５，２００円 

１０，８００円 ８，１００円 

第２号イ

（ウ）(b) 

３，８００円 ２，９００円 

５，０００円 ３，８００円 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第１４条 市長は、軽自動車税の種別割の賦

課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が前条

第２項から第４項までの規定の適用を受け

る３輪以上の軽自動車に該当するかどうか

の判断をするときは、国土交通大臣の認定

等（法附則第３０条の２第１項に規定する

国土交通大臣の認定等をいう。次項におい

て同じ。）に基づき当該判断をするものと

する。 

第１４条 削除 

２ 市長は、納付すべき軽自動車税の種別割

の額について不足額があることを第６７条

第２項の納期限（納期限の延長があつたと

きは、その延長された納期限）後において

知つた場合において、当該事実が生じた原

因が、国土交通大臣の認定等の申請をした

者が偽りその他不正の手段（当該申請をし

た者に当該申請に必要な情報を直接又は間

接に提供した者の偽りその他不正の手段を

含む。）により国土交通大臣の認定等を受

けたことを事由として国土交通大臣が当該

国土交通大臣の認定等を取り消したことに

よるものであるときは、当該申請をした者

又はその一般承継人を賦課期日現在におけ

る当該不足額に係る３輪以上の軽自動車の

所有者とみなして、軽自動車税の種別割に

関する規定（第６９条及び第７０条の規定

を除く。）を適用する。 

３ 前項の規定の適用がある場合における納

付すべき軽自動車税の種別割の額は、同項

の不足額に、これに１００分の１０の割合
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を乗じて計算した金額を加算した金額とす

る。 

第３条 美濃加茂市税条例の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（個人の市民税の非課税の範囲） （個人の市民税の非課税の範囲） 

第１７条 次の各号のいずれかに該当する者

に対しては、市民税（第２号に該当する者

にあつては、第３４条の２の規定により課

する所得割（以下「分離課税に係る所得割」

という。）を除く。）を課さない。ただし、

法の施行地に住所を有しない者について

は、この限りでない。 

第１７条 次の各号のいずれかに該当する者

に対しては、市民税（第２号に該当する者

にあつては、第３４条の２の規定により課

する所得割（以下「分離課税に係る所得割」

という。）を除く。）を課さない。ただし、

法の施行地に住所を有しない者について

は、この限りでない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 障害者、未成年者、寡婦、寡夫又は単

身児童扶養者（これらの者の前年の合計

所得金額が１３５万円を超える場合を除

く。） 

(2) 障害者、未成年者、寡婦又は寡夫（こ

れらの者の前年の合計所得金額が１３５

万円を超える場合を除く。） 

２ （略） ２ （略） 

附 則 附 則 

（軽自動車税の種別割の税率の特例） （軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第１３条 法附則第３０条第１項に規定する

３輪以上の軽自動車に対する当該軽自動車

が最初の法第４４４条第３項に規定する車

両番号の指定（次項から第５項までにおい

て「初回車両番号指定」という。）を受け

た月から起算して１４年を経過した月の属

する年度以後の年度分の軽自動車税の種別

割に係る第６６条の規定の適用について

は、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条

の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第１３条 法附則第３０条第１項に規定する

３輪以上の軽自動車に対する当該軽自動車

が最初の法第４４４条第３項に規定する車

両番号の指定（次項から第４項までにおい

て「初回車両番号指定」という。）を受け

た月から起算して１４年を経過した月の属

する年度以後の年度分の軽自動車税の種別

割に係る第６６条の規定の適用について

は、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条

の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

（略） （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 
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５ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号

に掲げる３輪以上の軽自動車のうち、自家

用の乗用のものに対する第６６条の規定の

適用については、当該軽自動車が平成３３

年４月１日から平成３４年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には

平成３４年度分の軽自動車税の種別割に限

り、当該軽自動車が平成３４年４月１日か

ら平成３５年３月３１日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には平成３５年度

分の軽自動車税の種別割に限り、第２項の

表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第１４条 市長は、軽自動車税の種別割の賦

課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が前条

第２項から第５項までの規定の適用を受け

る３輪以上の軽自動車に該当するかどうか

の判断をするときは、国土交通大臣の認定

等（法附則第３０条の２第１項に規定する

国土交通大臣の認定等をいう。次項におい

て同じ。）に基づき当該判断をするものと

する。 

第１４条 市長は、軽自動車税の種別割の賦

課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が前条

第２項から第４項までの規定の適用を受け

る３輪以上の軽自動車に該当するかどうか

の判断をするときは、国土交通大臣の認定

等（法附則第３０条の２第１項に規定する

国土交通大臣の認定等をいう。次項におい

て同じ。）に基づき当該判断をするものと

する。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

 （美濃加茂市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第４条 美濃加茂市税条例等の一部を改正する条例（平成２９年美濃加茂市条例第

７号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

   附 則    附 則

 （軽自動車税の環境性能割の税率の特例） （軽自動車税の環境性能割の税率の特例）

第１２条の６ 営業用の３輪以上の軽自動車

に対する第６５条の４の規定の適用につい

ては、当分の間、次の表の左欄に掲げる同

条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

第１２条の６ 営業用の三輪以上の軽自動車

に対する第６５条の４の規定の適用につい

ては、当分の間、次の表の左欄に掲げる同

条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ
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れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

（略） （略）

２ 自家用の３輪以上の軽自動車に対する第

６５条の４（第３号に係る部分に限る。）

の規定の適用については、当分の間、同号

中｢１００分の３｣とあるのは、｢１００分の

２｣とする。

２ 自家用の三輪以上の軽自動車に対する第

６５条の４（第３号に係る部分に限る。）

の規定の適用については、同号中｢１００分

の３｣とあるのは、｢１００分の２｣とする。

（軽自動車税の種別割の税率の特例） （軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第１３条 法附則第３０条に規定する３輪以

上の軽自動車に対する当該軽自動車が最初

の法第４４４条第３項に規定する車両番号

の指定を受けた月から起算して１４年を経

過した月の属する年度以後の年度分の軽自

動車税の種別割に係る第６６条の規定の適

用については、当分の間、次の表の左欄に

掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。 

第１３条 平成１８年３月３１日までに初め

て道路運送車両法第６０条第１項後段の規

定による車両番号の指定（次項から第４項

までにおいて「初回車両番号指定」という。）

を受けた法附則第３０条第１項に規定する

３輪以上の軽自動車に対する平成３１年度

分の軽自動車税に係る第６６条の規定の適

用については、次の表の左欄に掲げる同条

の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

（略） （略） 

 （美濃加茂市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第５条 美濃加茂市税条例等の一部を改正する条例（平成３０年美濃加茂市条例第

１９号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（法人の市民税の申告納付） （法人の市民税の申告納付） 

第３２条の６ 市民税を申告納付する義務が

ある法人は、法第３２１条の８第１項、第

２項、第４項、第１９項、第２２項及び第

２３項の規定による申告書（第１０項、第

１１項及び第１３項において「納税申告書」

という。）を、同条第１項、第２項、第４

項、第１９項及び第２３項の申告納付にあ

つてはそれぞれこれらの規定による納期限

までに、同条第２２項の申告納付にあつて

は遅滞なく市長に提出し、及びその申告に

第３２条の６ 市民税を申告納付する義務が

ある法人は、法第３２１条の８第１項、第

２項、第４項、第１９項、第２２項及び第

２３項の規定による申告書（第１０項及び

第１１項において「納税申告書」という。）

を、同条第１項、第２項、第４項、第１９

項及び第２３項の申告納付にあつてはそれ

ぞれこれらの規定による納期限までに、同

条第２２項の申告納付にあつては遅滞なく

市長に提出し、及びその申告に係る税金又
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係る税金又は同条第１項後段及び第３項の

規定により提出があつたものとみなされる

申告書に係る税金を施行規則第２２号の４

様式による納付書により納付しなければな

らない。 

は同条第１項後段及び第３項の規定により

提出があつたものとみなされる申告書に係

る税金を施行規則第２２号の４様式による

納付書により納付しなければならない。 

２～９ （略） ２～９ （略）

１０ 法第３２１条の８第４２項に規定する

特定法人である内国法人は、第１項の規定に

より、納税申告書により行うこととされてい

る法人の市民税の申告については、同項の規

定にかかわらず、同条第４２項及び施行規則

で定めるところにより、納税申告書に記載す

べきものとされている事項（次項及び第１２

項において「申告書記載事項」という。）を

、法第７６２条第１号に規定する地方税関係

手続用電子情報処理組織を使用し、かつ、地

方税共同機構（第１２項において「機構」と

いう。）を経由して行う方法により市長に提

供することにより、行わなければならない。

１０ 法第３２１条の８第４２項に規定する

特定法人である内国法人は、第１項の規定に

より、納税申告書により行うこととされてい

る法人の市民税の申告については、同項の規

定にかかわらず、同条第４２項及び施行規則

で定めるところにより、納税申告書に記載す

べきものとされている事項（次項において「

申告書記載事項」という。）を、法第７６２

条第１号に規定する地方税関係手続用電子

情報処理組織を使用し、かつ、地方税共同機

構（第１２項において「機構」という。）を

経由して行う方法その他施行規則で定める

方法により市長に提供することにより、行わ

なければならない。

１１ （略） １１ （略）

１２ 第１０項の規定により行われた同項の

申告は、申告書記載事項が法第７６２条第１

号の機構の使用に係る電子計算機（入出力装

置を含む。）に備えられたファイルへの記録

がされた時に同項に規定する市長に到達し

たものとみなす。

１２ 第１０項の規定により行われた同項の

申告は、法第７６２条第１号の機構の使用に

係る電子計算機（入出力装置を含む。）に備

えられたファイルへの記録がされた時に同

項に規定する市長に到達したものとみなす。

１３ 第１０項の内国法人が、電気通信回線の

故障、災害その他の理由により地方税関係手

続用電子情報処理組織を使用することが困

難であると認められる場合で、かつ、同項の

規定を適用しないで納税申告書を提出する

ことができると認められる場合において、同

項の規定を適用しないで納税申告書を提出

することについて市長の承認を受けたとき
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は、当該市長が指定する期間内に行う同項の

申告については、前３項の規定は、適用しな

い。法人税法第７５条の４第２項の申請書を

同項に規定する納税地の所轄税務署長に提

出した第１０項の内国法人が、当該税務署長

の承認を受け、又は当該税務署長の却下の処

分を受けていない旨を記載した施行規則で

定める書類を、納税申告書の提出期限の前日

までに、又は納税申告書に添付して当該提出

期限までに、市長に提出した場合における当

該税務署長が指定する期間内に行う同項の

申告についても、同様とする。

１４ 前項前段の承認を受けようとする内国

法人は、同項前段の規定の適用を受けること

が必要となつた事情、同項前段の規定による

指定を受けようとする期間その他施行規則

で定める事項を記載した申請書に施行規則

で定める書類を添付して、当該期間の開始の

日の１５日前までに、これを市長に提出しな

ければならない。

１５ 第１３項の規定の適用を受けている内

国法人は、第１０項の申告につき第１３項の

規定の適用を受けることをやめようとする

ときは、その旨その他施行規則で定める事項

を記載した届出書を市長に提出しなければ

ならない。

１６ 第１３項前段の規定の適用を受けてい

る内国法人につき、法第３２１条の８第５１

項の処分又は前項の届出書の提出があつた

ときは、これらの処分又は届出書の提出があ

つた日の翌日以後の第１３項前段の期間内

に行う第１０項の申告については、第１３項

前段の規定は適用しない。ただし、当該内国

法人が、同日以後新たに同項前段の承認を受

けたときは、この限りでない。

１７ 第１３項後段の規定の適用を受けてい
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る内国法人につき、第１５項の届出書の提出

又は法人税法第７５条の４第３項若しくは

第６項（同法第８１条の２４の３第２項にお

いて準用する場合を含む。）の処分があつた

ときは、これらの届出書の提出又は処分があ

つた日の翌日以後の第１３項後段の期間内

に行う第１０項の申告については、第１３項

後段の規定は適用しない。ただし、当該内国

法人が、同日以後新たに同項後段の書類を提

出したときは、この限りでない。

附 則（平成３０年条例第１９号） 附 則（平成３０年条例第１９号） 

（施行期日） （施行期日） 

第１条 この条例は、平成３０年４月１日か

ら施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

第１条 この条例は、平成３０年４月１日か

ら施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 第１条中市税条例第１６条第１項及び

第３項並びに第３２条の６第１項の改正

規定並びに同条に８項を加える改正規定

並びに次条第４項の規定 平成３２年４

月１日 

(5) 第１条中市税条例第１６条第１項及び

第３項並びに第３２条の６第１項の改正

規定並びに同条に３項を加える改正規定

並びに次条第４項の規定 平成３２年４

月１日 

(6)～(10) （略） (6)～(10) （略） 

（市民税に関する経過措置） （市民税に関する経過措置） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 改正後の条例第１６条第１項及び第３項

並びに第３２条の６第１０項から第１７項

までの規定は、前条第５号に掲げる規定の施

行の日以後に開始する事業年度分の法人の

市民税及び同日以後に開始する連結事業年

度分の法人の市民税について適用し、同日前

に開始した事業年度分の法人の市民税及び

同日前に開始した連結事業年度分の法人の

市民税については、なお従前の例による。 

４ 改正後の条例第１６条第１項及び第３項

並びに第３２条の６第１０項から第１２項

までの規定は、前条第５号に掲げる規定の施

行の日以後に開始する事業年度分の法人の

市民税及び同日以後に開始する連結事業年

度分の法人の市民税について適用し、同日前

に開始した事業年度分の法人の市民税及び

同日前に開始した連結事業年度分の法人の

市民税については、なお従前の例による。 
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附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る改正及び規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第１条中美濃加茂市税条例第２６条の８の改正並びに同条例附則第３条の４、

第５条及び第５条の２の改正並びに次条第２項から第４項までの規定 平成３

１年６月１日 

(2) 第２条（次号に掲げる改正を除く。）及び附則第７条の規定 平成３１年１

０月１日 

(3) 第２条中美濃加茂市税条例第２８条の２中第７項を第８項とし、第６項を第

７項とし、第５項を第６項とし、第４項の次に１項を加える改正並びに第２８

条の３の２、第２８条の３の３及び第２８条の４第１項の改正並びに附則第３

条の規定 平成３２年１月１日 

(4) 第３条中美濃加茂市税条例第１７条の改正及び附則第４条の規定 平成３３

年１月１日 

(5) 第３条（前号に掲げる改正を除く。）及び附則第８条の規定 平成３３年４

月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、第１条の規定による改正後の美濃加茂市税

条例（以下「改正後の条例」という。）の規定中個人の市民税に関する部分は、

平成３１年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成３０年度分まで

の個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 改正後の条例第２６条の８並びに附則第３条の４及び第５条の２の規定は、平

成３２年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成３１年度分までの

個人の市民税については、なお従前の例による。 

３ 改正後の条例第２６条の８第１項及び附則第５条の２の規定の適用については、

平成３２年度分の個人の市民税に限り、次の表の左欄に掲げる改正後の条例の規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２６条

の８第１

項 

特例控除対象

寄附金 

特例控除対象寄附金又は同条第１項第１号に掲げる

寄附金（平成３１年６月１日前に支出したものに限

る。） 

附則第５

条の２ 

特例控除対象

寄附金 

特例控除対象寄附金又は法第３１４条の７第１項第

１号に掲げる寄附金（平成３１年６月１日前に支出

したものに限る。） 

送付 送付又は美濃加茂市税条例等の一部を改正する条例

（平成３１年美濃加茂市条例第１６号）附則第２条

- 55 -



第４項の規定によりなお従前の例によることとされ

る同条例第１条の規定による改正前の美濃加茂市税

条例附則第５条第３項の規定による同条第１項に規

定する申告特例通知書の送付 

４ 改正後の条例附則第５条第１項から第３項までの規定は、市民税の所得割の納

税義務者が前条第１号に掲げる改正及び規定の施行の日以後に支出する地方税法

等の一部を改正する法律（平成３１年法律第２号。以下この項において「改正法」

という。）第１条の規定による改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第３１４条の７第２項に規定する特例控除対象寄附金について適用し、市民税の

所得割の納税義務者が同日前に支出した改正法第１条の規定による改正前の地方

税法第３１４条の７第１項第１号に掲げる寄附金については、なお従前の例によ

る。 

第３条 附則第１条第３号に掲げる改正及び規定による改正後の美濃加茂市税条例

（次項及び第３項において「３２年改正条例」という。）第２８条の２第７項の

規定は、同号に掲げる改正及び規定の施行の日以後に平成３２年度以後の年度分

の個人の市民税に係る申告書を提出する場合について適用し、同日前に当該申告

書を提出した場合及び同日以後に平成３１年度分までの個人の市民税に係る申告

書を提出する場合については、なお従前の例による。 

２ ３２年改正条例第２８条の３の２第１項（第３号に係る部分に限る。）の規定

は、附則第１条第３号に掲げる改正及び規定の施行の日以後に支払を受けるべき

美濃加茂市税条例第２８条の２第１項に規定する給与について提出する３２年改

正条例第２８条の３の２第１項及び第２項に規定する申告書について適用する。 

３ ３２年改正条例第２８条の３の３第１項の規定は、附則第１条第３号に掲げる

改正及び規定の施行の日以後に支払を受けるべき所得税法等の一部を改正する法

律（平成３１年法律第６号）第１条の規定による改正後の所得税法（昭和４０年

法律第３３号。以下この項において「新所得税法」という。）第２０３条の６第

１項に規定する公的年金等（新所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるも

のを除く。）について提出する３２年改正条例第２８条の３の３第１項に規定す

る申告書について適用する。 

第４条 附則第１条第４号に掲げる改正及び規定による改正後の美濃加茂市税条例

第１７条第１項（第２号に係る部分に限る。）の規定は、平成３３年度以後の年

度分の個人の市民税について適用し、平成３２年度分までの個人の市民税につい

ては、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第５条 改正後の条例の規定中固定資産税に関する部分は、平成３１年度以後の年

度分の固定資産税について適用し、平成３０年度分までの固定資産税については、

なお従前の例による。 
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（軽自動車税に関する経過措置） 

第６条 改正後の条例の規定中軽自動車税に関する部分は、平成３１年度分の軽自

動車税について適用し、平成３０年度分までの軽自動車税については、なお従前

の例による。 

第７条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第２号に掲げる規定による改正

後の美濃加茂市税条例（次項において「３１年１０月改正条例」という。）の規

定中軽自動車税の環境性能割に関する部分は、同号に掲げる規定の施行の日以後

に取得された３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割につい

て適用する。 

２ ３１年１０月改正条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、平成３２

年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用する。 

第８条 附則第１条第５号に掲げる規定による改正後の美濃加茂市税条例の規定は、

平成３３年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、平成３２年度

分までの軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 
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承第５号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、平成３

１年３月２９日次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告

し、承認を求める。 

令和元年６月４日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

美濃加茂市都市計画税条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市都市計画税条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

記 

美濃加茂市都市計画税条例の一部を改正する条例 

美濃加茂市都市計画税条例（昭和３２年美濃加茂市条例第１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

１ （略） １ （略） 

（法附則第１５条第４４項の条例で定める

割合） 

（法附則第１５条第４３項の条例で定める

割合） 

２ 法附則第１５条第４４項に規定する市の

条例で定める割合は、３分の１とする。 

２ 法附則第１５条第４３項に規定する市の

条例で定める割合は、３分の１とする。 

（法附則第１５条第４５項の条例で定める

割合） 

（法附則第１５条第４４項の条例で定める

割合） 

３ 法附則第１５条第４５項に規定する市の

条例で定める割合は、３分の２とする。 

３ 法附則第１５条第４４項に規定する市の

条例で定める割合は、３分の２とする。 

４～１１ （略） ４～１１ （略） 

（読替規定） （読替規定） 

１２ （略） １２ （略） 
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１３ 法附則第１５条第１項、第１３項、第１

８項、第１９項、第２１項から第２５項ま

で、第２７項、第２８項、第３２項、第３６

項、第４０項、第４３項から第４５項まで若

しくは第４８項から第５０項まで、第１５

条の２第２項又は第１５条の３の規定の適

用がある各年度分の都市計画税に限り、第

２条第２項中「又は第３４項」とあるのは

「若しくは第３４項又は法附則第１５条か

ら第１５条の３まで」とする。 

１３ 法附則第１５条第１項、第１３項、第１

７項、第１８項、第２０項から第２４項ま

で、第２６項、第２７項、第３１項、第３５

項、第３９項、第４２項、第４３項、第４４

項若しくは第４７項、第１５条の２第２項

又は第１５条の３の規定の適用がある各年

度分の都市計画税に限り、第２条第２項中

「又は第３４項」とあるのは「若しくは第３

４項又は法附則第１５条から第１５条の３

まで」とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の美濃加茂市都市計画税

条例（次項において「改正後の条例」という。）の規定は、平成３１年度以後の

年度分の都市計画税について適用し、平成３０年度分までの都市計画税について

は、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の日から所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法

（平成３０年法律第４９号）附則第１項ただし書に規定する規定の施行の日の前

日までの間における改正後の条例附則第１３項の規定の適用については、同項中

「若しくは第４８項から第５０項まで」とあるのは、「、第４８項若しくは第４

９項」とする。 
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承第６号 

   専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、平成３

１年３月２９日次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告

し、承認を求める。 

  令和元年６月４日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

   美濃加茂市介護保険条例の一部を改正する条例について 

 美濃加茂市介護保険条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

記 

美濃加茂市介護保険条例の一部を改正する条例 

 美濃加茂市介護保険条例（平成１２年美濃加茂市条例第１０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正後 改正前 

（保険料率） （保険料率） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者につ

いての保険料の減額賦課に係る平成３１年

度及び平成３２年度における保険料率は、同

号の規定にかかわらず、２０，０８０円とす

る。 

２ 所得の少ない第１号被保険者についての

保険料の減額賦課に係る前項第１号に該当

する者の平成３０年度から平成３２年度ま

での各年度における保険料率は、同号の規定

にかかわらず、２８，１８０円とする。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１

号被保険者についての保険料の減額賦課に

係る平成３１年度及び平成３２年度におけ

る保険料率について準用する。この場合にお

いて、前項中「２０，０８０円」とあるのは、

「３３，０４０円」と読み替えるものとする。
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４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第

１号被保険者についての保険料の減額賦課

に係る平成３１年度及び平成３２年度にお

ける保険料率について準用する。この場合に

おいて、第２項中「２０，０８０円」とある

のは、「４６，０００円」と読み替えるもの

とする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の美濃加茂市介護保険条例第２条の規定は、平成３１年

度以後の保険料から適用し、平成３０年度までの保険料については、なお従前の

例による。 
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議第３２号 

消費税及び地方消費税の税率の改正に伴う関係条例の整備に関する条 

例について 

消費税及び地方消費税の税率の改正に伴う関係条例の整備に関する条例を下記の

とおり制定する。 

  令和元年６月４日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

消費税及び地方消費税の税率の改正に伴う関係条例の整備に関する条例 

 （美濃加茂市道路占用料徴収条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市道路占用料徴収条例（昭和３１年美濃加茂市条例第６号）の一

部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（占用料の額） （占用料の額） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、占用の期間が１

月に満たない場合の占用料の額は、別表によ

り算定した額に１．１を乗じて得た額（１円

未満の端数が生じたときは、その端数金額を

切り捨てた額）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、占用の期間が１

月に満たない場合の占用料の額は、別表によ

り算定した額に１．０８を乗じて得た額（１

円未満の端数が生じたときは、その端数金額

を切り捨てた額）とする。 

 （美濃加茂市水道事業給水条例の一部改正） 

第２条 美濃加茂市水道事業給水条例（昭和３３年美濃加茂市条例第７号）の一部

を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（料金） （料金） 

第２５条 料金は、基本料金と従量料金の合計

額に１．１を乗じて得た額とする。ただし、

その額に１円未満の端数が生じたときは、こ

れを切り捨てるものとする。 

第２５条 料金は、基本料金と従量料金の合計

額に１．０８を乗じて得た額とする。ただし、

その額に１円未満の端数が生じたときは、こ

れを切り捨てるものとする。 
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(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

（分担金） （分担金） 

第３３条の２ （略） 第３３条の２ （略） 

２ 分担金の額は、次の表に掲げる金額に１．

１を乗じて得た額とする。ただし、改造する

者が納付する分担金は、新口径に係る分担金

と旧口径に係る分担金との差額とする。 

２ 分担金の額は、次の表に掲げる金額に１．

０８を乗じて得た額とする。ただし、改造す

る者が納付する分担金は、新口径に係る分担

金と旧口径に係る分担金との差額とする。 

（略） （略） 

３ （略） ３ （略） 

附 則 附 則 

（分担金の額の特例） （分担金の額の特例） 

２ 当分の間、三和地区の分担金の額について

は、第３３条の２第２項の規定にかかわら

ず、次の表に掲げる金額に１．１を乗じて得

た額とする。ただし、改造する者が納付する

分担金については、同項ただし書の規定を適

用する。 

２ 当分の間、三和地区の分担金の額について

は、第３３条の２第２項の規定にかかわら

ず、次の表に掲げる金額に１．０８を乗じて

得た額とする。ただし、改造する者が納付す

る分担金については、同項ただし書の規定を

適用する。 

（略） （略） 

（美濃加茂市都市公園条例の一部改正） 

第３条 美濃加茂市都市公園条例（昭和５３年美濃加茂市条例第１１号）の一部を

次のように改正する。 

改正後 改正前 

（使用料） （使用料） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、都市公園を占用

する期間が１月に満たない場合の使用料の

額は、別表第２により算定した額に１．１を

乗じて得た額（１円未満の端数が生じたとき

は、その端数金額を切り捨てた額）とする。

２ 前項の規定にかかわらず、都市公園を占用

する期間が１月に満たない場合の使用料の

額は、別表第２により算定した額に１．０８

を乗じて得た額（１円未満の端数が生じたと

きは、その端数金額を切り捨てた額）とする。

３ （略） ３ （略） 

（指定管理者が管理する都市公園における

条例の適用） 

（指定管理者が管理する都市公園における

条例の適用） 

第１６条の５ 第１６条の２の規定により指 第１６条の５ 第１６条の２の規定により指
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定管理者が管理を行う中之島公園に係るこ

の条例の適用については、第２条、第５条及

び第７条の２第２項中「市長」とあるのは「指

定管理者」と、第７条の３第２項第３号中「市

長が特に必要があると認めるときは」とある

のは「指定管理者は、あらかじめ市長の承認

を得て」と、第８条第１項中「市長が公益上

その他特別の理由があると認めたときは」と

あるのは「指定管理者は、市長が別に定める

ところにより」と、前条第１項第５号中「同

表(4)に掲げる使用料」とあるのは「同表(4)

に掲げる利用料金」と読み替えるものとす

る。 

定管理者が管理を行う中之島公園に係るこ

の条例の適用については、第２条、第５条及

び第７条の２第２項中「市長」とあるのは「指

定管理者」と、第７条の３第２項第３号中「市

長が特に必要があると認めるときは」とある

のは「指定管理者は、あらかじめ市長の承認

を得て」と、第８条第１項中「市長が公益上

その他特別の理由があると認めたときは」と

あるのは「指定管理者は、市長が別に定める

ところにより」と、第１６条の４第１項第５

号中「同表(4)に掲げる使用料」とあるのは

「同表(4)に掲げる利用料金」と読み替える

ものとする。 

（美濃加茂市行政財産の目的外使用に係る使用料徴収条例の一部改正） 

第４条 美濃加茂市行政財産の目的外使用に係る使用料徴収条例（昭和６１年美濃

加茂市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（使用料の額等） （使用料の額等） 

第２条 法第２３８条の４第７項の規定によ

り許可を受けて行政財産を使用する者は、別

表に定める使用料を納入しなければならな

い。ただし、建物に係る使用料については、

別表により算定した額に１．１を乗じて得た

額（１円未満の端数が生じたときは、その端

数金額を切り捨てた額）とする。 

第２条 法第２３８条の４第７項の規定によ

り許可を受けて行政財産を使用する者は、別

表に定める使用料を納入しなければならな

い。ただし、建物に係る使用料については、

別表により算定した額に１．０８を乗じて得

た額（１円未満の端数が生じたときは、その

端数金額を切り捨てた額）とする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（美濃加茂市農業集落排水処理施設使用料徴収条例の一部改正） 

第５条 美濃加茂市農業集落排水処理施設使用料徴収条例（平成５年美濃加茂市条

例第２１号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（使用料の額） （使用料の額） 

第３条 使用料の額は、毎使用月において使用

者が排除した下水の量に応じ、別表に定める

ところにより算定した額に１．１を乗じて得

た額とする。ただし、その額に１円未満の端

第３条 使用料の額は、毎使用月において使用

者が排除した下水の量に応じ、別表に定める

ところにより算定した額に１．０８を乗じて

得た額とする。ただし、その額に１円未満の
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数があるときは、これを切り捨てるものとす

る。 

端数があるときは、これを切り捨てるものと

する。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 管理者が設置する量水器の使用料の額は、

１月１９５円に１．１を乗じて得た額（１円

未満の端数を切り捨てた額）とする。 

５ 管理者が設置する量水器の使用料の額は、

１月１９５円に１．０８を乗じて得た額（１

円未満の端数を切り捨てた額）とする。 

６ （略） ６ （略） 

（美濃加茂市下水道条例の一部改正） 

第６条 美濃加茂市下水道条例（平成５年美濃加茂市条例第２４号）の一部を次の

ように改正する。 

改正後 改正前 

（使用料の額） （使用料の額） 

第１８条 使用料の額は、毎使用月において使

用者が排除した汚水の量に応じ、別表第３に

定めるところにより算定した額に１．１を乗

じて得た額とする。ただし、その額に１円未

満の端数が生じたときは、これを切り捨て

る。 

第１８条 使用料の額は、毎使用月において使

用者が排除した汚水の量に応じ、別表第３に

定めるところにより算定した額に１．０８を

乗じて得た額とする。ただし、その額に１円

未満の端数が生じたときは、これを切り捨て

る。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 管理者が設置する量水器の使用料の額は、

１月１９５円に１．１を乗じて得た額（１円

未満の端数を切り捨てた額）とする。 

５ 管理者が設置する量水器の使用料の額は、

１月１９５円に１．０８を乗じて得た額（１

円未満の端数を切り捨てた額）とする。 

６ （略） ６ （略） 

（美濃加茂市準用河川占用料等徴収条例の一部改正） 

第７条 美濃加茂市準用河川占用料等徴収条例（平成１４年美濃加茂市条例第２５

号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（占用料等の額） （占用料等の額） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、占用の期間が１

月に満たない場合の土地占用料の額は、別表

第２により算定した額に１．１を乗じて得た

額（１円未満の端数が生じたときは、その端

数金額を切り捨てた額）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、占用の期間が１

月に満たない場合の土地占用料の額は、別表

により算定した額に１．０８を乗じて得た額

（１円未満の端数が生じたときは、その端数

金額を切り捨てた額）とする。 
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（美濃加茂市あじさいエコパークの設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第８条 美濃加茂市あじさいエコパークの設置及び管理に関する条例（平成１５年

美濃加茂市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（使用料） （使用料） 

第７条 使用者は、別表に定める金額の合計額

に１．１を乗じて得た額（以下「使用料」と

いう。）を、あらかじめ、納付しなければな

らない。ただし、管理者が公益上必要がある

と認めるときは、使用料の全部又は一部を徴

収しないことができる。 

第７条 使用者は、別表に定める金額の合計額

に１．０８を乗じて得た額（以下「使用料」

という。）を、あらかじめ、納付しなければ

ならない。ただし、管理者が公益上必要があ

ると認めるときは、使用料の全部又は一部を

徴収しないことができる。 

２ （略） ２ （略） 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （道路占用料についての経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の美濃加茂市道路占用料徴収条例第３条の規定は、

この条例の施行の日以後の占用に係る占用料について適用し、同日前の占用に係

る占用料については、なお従前の例による。 

（水道料金についての経過措置） 

３ 第２条の規定による改正後の美濃加茂市水道事業給水条例（以下「改正後の給

水条例」という。）第２５条の規定は、令和元年１１月１日以後にメーターの点

検を行う分から適用し、同日前にメーターの点検を行った分については、なお従

前の例による。ただし、令和元年１０月にメーター点検を行った日後から同月末

日までの間において、同条例第２０条又は同条例第２１条の届出によりメーター

の点検を行った分については、この限りでない。 

（分担金についての経過措置） 

４ 改正後の給水条例第３３条の２及び附則第２項の規定は、この条例の施行の日

以後に給水装置の新設又は改造の申請をする者に係る分担金から適用し、同日前

に給水装置の新設又は改造の申請をした者に係る分担金については、なお従前の

例による。 

 （都市公園使用料についての経過措置） 

５ 第３条の規定による改正後の美濃加茂市都市公園条例第８条の規定は、この条

例の施行の日以後の占用に係る使用料について適用し、同日前の占用に係る使用

料については、なお従前の例による。 

 （行政財産の目的外使用料についての経過措置） 
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６ 第４条の規定による美濃加茂市行政財産の目的外使用に係る使用料徴収条例第

２条の規定は、この条例の施行の日以後の使用に係る使用料について適用し、同

日前の使用に係る使用料については、なお従前の例による。 

（農業集落排水処理施設使用料についての経過措置） 

７ 第５条の規定による改正後の美濃加茂市農業集落排水処理施設使用料徴収条例

第３条第１項及び第５項の規定は、令和元年１０月使用月分以後の使用料から適

用し、令和元年９月使用月分までの使用料については、なお従前の例による。 

 （下水道使用料についての経過措置） 

８ 第６条の規定による改正後の美濃加茂市下水道条例第１８条第１項及び第５項

の規定は、令和元年１０月使用月分以後の使用料から適用し、令和元年９月使用

月分までの使用料については、なお従前の例による。 

 （準用河川占用料についての経過措置） 

９ 第７条の規定による美濃加茂市準用河川占用料等徴収条例第２条第２項の規定

は、この条例の施行の日以後の占用に係る土地占用料について適用し、同日前の

占用に係る土地占用料については、なお従前の例による。 

（あじさいエコパーク使用料についての経過措置） 

１０ 第８条の規定による改正後の美濃加茂市あじさいエコパークの設置及び管理

に関する条例第７条第１項の規定は、この条例の施行の日以後の使用に係る使用

料について適用し、同日前の使用に係る使用料については、なお従前の例による。 
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議第３３号 

美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一 

部を改正する条例について 

美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例を下記のとおり制定する。 

  令和元年６月４日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改

正する条例 

美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和４２年美

濃加茂市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

別表（第２条、第５条関係） 

区分 根拠

とな

る法

律、

条例

等 

報酬の額 費用

弁償 

（略） 

選挙長及

び開票管

理者 

（略） 日額 １０，８

００円（当日か

ら継続して翌日

にわたり勤務し

た場合の報酬の

額は、当日分限

りの額とする。） 

（略）

投票管理

者 

別表（第２条、第５条関係） 

区分 根拠

とな

る法

律、

条例

等 

報酬の額 費用

弁償 

（略） 

選挙長及

び開票管

理者 

（略） 日額 １０，６

００円（当日か

ら継続して翌日

にわたり勤務し

た場合の報酬の

額は、当日分限

りの額とする。） 

（略）

投票管理

者 
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投票所

の投票

管理者 

期日前

投票所

の投票

管理者 

日額 １２，８

００円 

日額 １１，３

００円（時間を

単位に従事した

場合は、時間額

を支給すること

ができる。） 

投票立会

人 

投票所

の投票

立会人 

期日前

投票所

の投票

立会人 

指定施

設の不

在者投

票にお

ける外

部立会

人 

日額 １０，９

００円（時間を

単位に従事した

場合は、時間額

を支給すること

ができる。） 

日額 ９，６０

０円（時間を単

位に従事した場

合は、時間額を

支給することが

できる。） 

日額 １０，９

００円（時間を

単位に従事した

場合は、時間額

を支給すること

ができる。） 

選挙立会

人及び開

票立会人 

日額 ８，９０

０円（当日から

継続して翌日に

わたり勤務した

場合の報酬の額

は、当日分限り

投票所

の投票

管理者 

期日前

投票所

の投票

管理者 

日額 １２，６

００円 

日額 １１，１

００円（時間を

単位に従事した

場合は、時間額

を支給すること

ができる。） 

投票立会

人 

投票所

の投票

立会人 

期日前

投票所

の投票

立会人 

指定施

設の不

在者投

票にお

ける外

部立会

人 

日額 １０，７

００円（時間を

単位に従事した

場合は、時間額

を支給すること

ができる。） 

日額 ９，５０

０円（時間を単

位に従事した場

合は、時間額を

支給することが

できる。） 

日額 １０，７

００円（時間を

単位に従事した

場合は、時間額

を支給すること

ができる。） 

選挙立会

人及び開

票立会人 

日額 ８，８０

０円（当日から

継続して翌日に

わたり勤務した

場合の報酬の額

は、当日分限り
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の額とする。） 

（略） 

の額とする。） 

（略） 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議第３４号 

令和元年度美濃加茂市一般会計補正予算（第２号） 

元号を改める政令（平成３１年政令第１４３号）の施行に伴い、「平成３１年度美

濃加茂市一般会計予算」の名称を「令和元年度美濃加茂市一般会計予算」とし、元

号による年表示についても「平成」を「令和」に読み替えるものとする。 

令和元年度美濃加茂市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１０６，６７３千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２０，２０２，３４３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

令和元年６月４日提出 

                    美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 
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議第３５号 

令和元年度美濃加茂市後期高齢者医療会計補正予算（第１号） 

元号を改める政令（平成３１年政令第１４３号）の施行に伴い、「平成３１年度美

濃加茂市後期高齢者医療会計予算」の名称を「令和元年度美濃加茂市後期高齢者医

療会計予算」とし、元号による年表示についても「平成」を「令和」に読み替える

ものとする。 

令和元年度美濃加茂市の後期高齢者医療会計補正予算（第１号）は、次に定める

ところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７，７６３千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ５７９，９４７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

令和元年６月４日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 
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